
個人情報保護法改正を踏まえた基本的指針の見直しについて

令和２年改正法（個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律（令和２年法律第４４号））

大項目 中項目 改正内容

利用停止・消去等の個人の請求権
（第３０条第５項の新設）
→令和３年改正法（第３５条第５
項）

個人の権利又は正当な利益が害さ
れるおそれがある場合等が請求要
件として拡大

•3.3(1)①「利用停止等請求を受け
た場合の対応」に記載
→ 利用停止等の請求要件を追記

① 利用停止等請求を受けた場合の対応
PHR 事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人デー
タが、本人の同意なく健診等情報が取得された、目的外利用が
されている又は偽りその他不正の手段により取得された、とい
う理由によって、当該保有個人データの利用の停止又は消去
（以下「利用停止等」という。）の請求を受けた場合であっ
て、その請求に理由があることが判明したときは、原則とし
て、遅滞なく、利用停止等の措置を行わなければならない。

保有個人データの開示方法
（第２８条第１項、第２項の改
正）
→令和３年改正法（第３３条第１
項、第２項）

電磁的記録による対応を本人が指
示可能とする

用語集の「開示」に記載
→ 電磁的記録による提供について
追記

用語集
開示：（本人等からの）開示請求に基づいて、当該請求の対象
となっている保有個人情報を、当該請求者に対して閲覧させ、
又は写しを交付 すること。
特に個人情報保護法第28条第2項に基づく場合は、書面の交付
による方法（開示の請求を行った者が同意した方法があるとき
は、当該方法）による。

第三者提供記録
（第２８条第５項の新設）
→令和３年改正法（第３３条第５
項）

本人による開示請求を認め、事業
者に開示を義務化

4.1(1)②「第三者提供の記録」に記
載
→ 第三者提供記録の開示について
追記

② 第三者提供の記録
 PHR 事業者は、健診等情報を第三者に提供したときは、原則
として、提供した年月日及び提供先等に関する記録を作成し、
一定期間保存しなければならない。また、第三者提供を受けた
PHR 事業者は、原則として、提供を受けた年月日及び提供元等
に関する記録を作成し、一定期間保存しなければならない。

短期保存データ
（第２条第７項の改正）
→令和３年改正法（第１６条第４
項）

６ヶ月以内に消去するデータも保
有個人データとし、開示、利用停
止等の対象

影響なし（PHRは長期保存を想定） 記載無し

オプトアウト規定により第三者に
提供できる個人データの範囲を限
定
（第２３条第２項の改正）
→令和３年改正法（第２７条第２
項）

オプトアウトにより入手した情報
の再オプトアウトによる提供等を
禁止

影響なし（要配慮個人情報である
「健診等情報」はオプトアウト不
可）

記載なし

現行指針での関連記載
令和２年改正法の主な内容 指針への影響と改正する場合の

方針案

１．個人の権利の
在り方

資料９－１



大項目 中項目 改正内容

個人情報保護委員会への報告及び
本人への通知を義務化
(第２２条の２第１項、第２項の
新設）
→令和３年改正法（第２６条第１
項、第２項）

漏えい等が発生し、個人の権利利
益を害するおそれが大きい場合の
報告義務化

影響なし（指針に記載はなく、個情
法ガイドラインに委ねる）

記載なし

違法又は不当な行為を助長する等
の不適正な方法により個人情報を
利用してはならない
（第１６条の２の新設）
→令和３年改正法（第１９条）

違法又は不当な行為を助長し、又
は誘発するおそれがある方法によ
る個人情報の利用を禁止

影響なし（3.2.(2)②で同意がある
場合でも本人の不利益が生じないよ
う配慮を求めているが、全てのケー
スを記載しているわけではないた
め、個情法ガイドラインに委ねる）

3.2.(2)
② 第三者提供に係る同意取得
（略）また、同意があった場合でも、本人の不利益が生じない
よう配慮しなければならない。

３．事業者による
自主的な取組を促
す仕組みの在り方

企業の特定分野（部門）を対象と
する団体を認定できるようにす
る。
（第４７条２項の新設）

同左 影響なし（指針に関連記載はなし） 記載なし

仮名加工情報
（第３５条の２、第３５条の３の
新設）
→令和３年改正法（第４１条、第
４２条）

「仮名加工情報」を創設し、内部
分析に限定する等を条件に、開
示・利用停止請求への対応等の義
務を緩和

3.4.「その他」に記載
→ 仮名加工情報の取扱いを匿名加
工情報に関する記載と同様に記載

3.4.2
（１）法規制に基づく遵守すべき事項
PHR事業者は、匿名加工情報を作成するときは、個人情報保護
委員会規則で定める基準に従い当該個人情報を加工し、匿名加
工情報の作成に用いた個人情報から削除した記述等及び加工方
法の安全管理のための措置を講じ、当該匿名加工情報に含まれ
る個人に関する情報の項目を公表しなければならない。
また、当該匿名加工情報を第三者に提供するときは、あらかじ
め、第三者に提供される匿名加工情報に含まれる個人に関する
情報の項目及びその提供の方法について公表するとともに、第
三者に対して、当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を
明示しなければならない。

個人関連情報の第三者提供の制限
等
（第２６条の２の新設）
→令和３年改正法（第３１条）

提供元では個人データに該当しな
いものの、提供先において個人
データとなることが想定される情
報の第三者提供について、本人同
意が得られていること等の確認を
義務化（Cookie、位置情報等が該
当しうる）

3.4.「その他」に記載
→ 個人関連情報の取扱いを記載 記載なし

４．データ利活用
に関する施策の在
り方

２．事業者の守る
べき責務の在り方

令和２年改正法の内容 指針への影響と改正する場合の
方針案

現行指針での関連記載



大項目 中項目 改正内容

５．ペナルティの
在り方

法定刑の引き上げ等
（第７章の罰則の改正）
→令和３年改正法（第８章）

同左 影響なし（指針に関連記載はなし） 記載なし

外国にある移転先事業者における
個人情報の取扱い
（第２４条第２項の新設）
→令和３年改正法（第２８条第２
項）

外国にある第三者への提供の同意
取得時に、移転先国の名称、移転
先国における個人情報の保護に関
する制度の有無等について本人へ
の情報提供を義務化

•3.2.(1)③「外国における第三者へ
の提供」に記載
→ 法改正内容を追記

3,2.(1)
③ 外国における第三者への提供
PHR 事業者は、外国にある第三者と連携して我が国内でサービ
スを提供する場合等に、当該外国にある第三者に健診等情報を
提供する際には、原則として、あらかじめ本人から、外国にあ
る第三者への個人データの提供を認める旨の同意を得なければ
ならない。

情報の取扱いに関する本人への情
報提供
（第２４条第３項の新設)
→令和３年改正法（第２８条第３
項）

基準適合体制を整備している移転
先事業者の取扱い状況等の定期的
な確認等を行い、本人の求めに応
じて関連情報を提供を義務化

•3.2.(1)③「外国における第三者へ
の提供」に記載
→ 法改正内容を追記

3,2.(1)
③ 外国における第三者への提供
PHR 事業者は、外国にある第三者と連携して我が国内でサービ
スを提供する場合等に、当該外国にある第三者に健診等情報を
提供する際には、原則として、あらかじめ本人から、外国にあ
る第三者への個人データの提供を認める旨の同意を得なければ
ならない。

共同利用の場合の通知等
（第２３条第５項第３号の改正）
→令和３年改正法（第２７条第５
項第３号）

共同利用の場合の通知等を行う事
項に住所及び法人の代表者の氏名
を追加

3.2.(1)②「第三者提供に係る事前
の同意取得」に記載
→ 住所及び法人の代表者の氏名を
追記

3.2.(1)②
(略）（※）ただし、上記のうち共同利用に関しては、あらか
じめ、次に掲げる事項を本人に通知又は本人が容易に知り得る
状態に置いておくことが必要である。

名称

表記の変更 き損　→　毀損
2,1.「安全管理措置」(1)中の表記
を変更

2.1.(1)中
滅失又はき損の防止その他

政令で定める法定公表事項
（政令第８条第１号の新設）
→令和３年改正（政令第１０条第
１号）

公表事項として、安全管理のため
に講じた措置を追加

影響なし（指針に記載はなく、個情
法ガイドラインに委ねる）

記載なし

通則編で定める安全管理措置
（通則編７－７の新設）
→令和３年１０月改正（通則編１
０－７）

外的環境の把握（外国において個
人データを取り扱う場合の当該外
国の個人情報保護制度等の把握な
ど）の追加

2,1.「安全管理措置」(2)に記載
→⑥外的環境の把握を追記

2.1.(2)
① 情報セキュリティに対する組織的な取り組み
② 物理的セキュリティ
③ 情報システム及び通信ネットワークの運用管理
④ 情報システムのアクセス制御並びに情報システムの開発及
び保守におけるセキュリティ対策
⑤ 情報セキュリティ上の事故対応

６．法の域外適
用・越境移転の在
り方

７．その他

令和２年改正法の内容 指針への影響と改正する場合の
方針案

現行指針での関連記載



令和３年改正法（デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７号））

　個情法、行政機関個情法、独法個情法の統合等であり、影響なし。


